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〔1〕 第１回                                        

 

【問題】 

(1)「特許を受ける権利」 

次のうち、正しいものに○を、誤っているものに×をつけよ。 

① 特許を受ける権利は、質権の目的とすることはできないが、譲渡担保の目的とすることが

できる場合がある。〔H19-29-1〕 

② 特許を受ける権利は、特許出願前においては、質権の目的とすることができないが、特許

出願後においては、質権の目的とすることができる。〔H18-33-1〕 

③ 産業上利用することができる発明をした場合、その発明について特許出願がなされなくて

も、発明者に特許を受ける権利が発生する。〔H19-29-3〕 

④ 特許を受ける権利は、特許出願前においては、実施の事業とともにする場合に限り、譲渡

により移転することができる。〔H18-33-3〕 

⑤ 特許出願前における特許を受ける権利の承継は、その承継人が特許出願をしなければ、第

三者に対抗することができない。〔H18-33-5〕 

 

(2)「共有にかかる特許を受ける権利」 

次のうち、正しいものに○を、誤っているものに×をつけよ。 

① 特許を受ける権利が共有に係るとき、特許出願前においては、各共有者は、他の共有者の

同意を得た場合であっても、その持分を譲渡することができない。〔H18-33-2〕 

② 特許を受ける権利が甲及び乙の共有に係るとき、特許出願後に、甲が乙の同意を得て、甲

の持分を丙に譲渡した場合、甲から丙への特許を受ける権利の承継は、特許庁長官に届け

出なくても、その効力を有する。〔H18-33-4〕 

 

(3)「職務発明」 

次のうち、正しいものに○を、誤っているものに×をつけよ。 

① 従業者がした発明が職務発明に該当しない場合、使用者は、当該発明についての特許を受

ける権利を譲り受けることができる場合はない。〔H19-29-4〕 

② 従業者が職務発明について特許を受けた後に、当該特許権を使用者に譲渡した場合、その

使用者がその特許権について有していた特許法第35条第１項に規定する通常実施権が消滅

しない場合がある。〔H19-29-5〕 

③ 従業者がした発明については、その発明が職務発明である場合を除き、あらかじめ使用者

に特許を受ける権利若しくは特許権を承継させ又は使用者のため専用実施権を設定するこ

とを定めた契約、勤務規則その他の定の条項は、無効とする。〔H16-26-ホ〕 

④ 従業者は、契約、勤務規則その他の定により、職務発明について使用者に特許を受ける権

利若しくは特許権を承継させ、又は使用者のため専用実施権を設定したときは、相当の対

価の支払を受ける権利を有する。〔H16-26- ヘ〕 
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【解答】 

(1)「特許を受ける権利」 

① ○ 正しい〔H19-29-1〕 

特許を受ける権利は、質権の目的とすることができない（33条2項）。 

ただし、この規定は、譲渡担保まで禁じる趣旨ではない（青本33条 趣旨2項）。 

② × 誤っている〔H18-33-1〕 

特許を受ける権利は、出願の前後にかかわらず、質権の目的とすることができない（33

条2項）。 

③ ○ 正しい〔H19-29-3〕 

特許を受ける権利は、発明完成により発生する（29条1項柱書）。 

④ × 誤っている〔H18-33-3〕 

 特許を受ける権利の自由移転については、特に制限がない（33条2項）。 

cf) 専用実施権、通常実施権の移転の制限（77条3項、94条1項） 

⑤ ○ 正しい〔H18-33-5〕 

 条文のとおり（34条1項）。 

 

(2)「共有にかかる特許を受ける権利」 

① × 誤っている〔H18-33-2〕 

 他の共有者の同意を得れば、出願の前後にかかわらず持分を譲渡できる（33条4項）。 

② × 誤っている〔H18-33-4〕 

 出願後の特許を受ける権利の譲渡は、特許庁長官への届出が効力発生要件である（34条4

項）。 

 

(3)「職務発明」 

① × 誤っている〔H19-29-4〕 

特許を受ける権利は、自由に移転できる（33条1項）。35条2項は、自由移転を禁止する規

定ではない。 

② ○ 正しい〔H19-29-5〕 

35条1項の法定通常実施権が特許権の移転により影響を受ける規定はない。 

③ ○ 正しい〔H16-26-ﾎ〕 

 従業者がした発明は、職務発明の場合を除いて予約承継できない（35条2項）。 

④ ○ 正しい〔H16-26-ﾍ〕 

 条文のとおりである（35条3項）。 

 


